別紙様式第１号
　注）表題の下の（　）内には、本要綱の別表に掲げるメニュー（間伐材生産、路網整備・機能強化、省力・低コスト再造林対策、コンテナ苗生産基盤施設等の整備、先進的な林業機械等の整備、木材加工流通施設等の整備、木質バイオマス利用促進施設の整備、特用林産振興施設等の整備、木造公共建築物等の整備、森林整備地域活動支援対策、森林資源保全対策、林業の多様な担い手の育成、林業経営体育成対策）の中から該当するものを記入する。以下の様式についても同様のものとする。
                                                       　　　　　  番           　号　
                                                      　　      年 　　 月　　 日　

  島根県知事                    様

                                            　　　     所在地
                                          　     　　  名　称
                                  　　　　　　　　　　 代表者職氏名

年度島根県林業・木材産業循環成長対策交付金交付申請書
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
      年度において、下記のとおり島根県林業・木材産業循環成長対策交付金事業を実施したいので、島根県林業・木材産業循環成長対策交付金交付要綱第４の規定に基づき、交付金                  円を交付されたく申請します。

記

１．事業の目的


２．事業の内容及び経費の配分
  （１）総  括  表
計画作成年度：　　　年度
	[bookmark: _Hlk227685250]
区   　分

	
総事業費
(A+B+C+D)
	交付金事業に要する経費　
(A+B+C+D)
	経費内訳
	備  考

	
	
	
	
県交付金(A)
	
市町村費(B)
	
制度融資(C)
	
その他(D)
	

	事業費
	　　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　円
	　　　　　円
	　　　　　円
	　　　　　円
	

	附帯事務費
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


（注）本要綱の別表のメニューにおいて、附帯事業がある場合には、当該附帯事業費を備考欄に記入し、総事業費、交付金事業に要する経費、経費内訳ともに内数として計上すること。
（２）事業計画
	メ　ニ　ュ　ー
	事　業　種　目
	事　業　主　体　名
	施　行　箇　所　名
	工種又は施設区分
	構造規格又は規模
	事業量
	総　事　業　費
              (A+B+C+D)
	交付金事業に要する経費
              (A+B+C+D)
	経  費  内  訳
	工  期
	受　益　戸　数
	備　　　　　考
	 











	
	
	
	
	
	
	　　　　Ａ
	　　　　Ｂ
	
	
	県　交　付　金(A)
	市　町　村　費(B)
	制　度　融　資(C)
	そ　の　他　(D)
	着手　予定　年　月　日
	完了　予定　年　月　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	   円
	    円
	  円
	  円
	  円
	 円
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業費
計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．本要綱の別表の間伐材生産、路網整備・機能強化を申請する場合は、「別紙実施要領様式1の1、様式1の2のとおり」と記載し、要領の様式1の1及び様式1の2を添付することとする。
　　　２．「メニュー」及び「事業種目」欄は要領の別表２に基づき、また「工種又は施設区分」欄は要領の別表１に基づき記載することとし、「事業量」及び「総事業費」の欄は、工種又は施設区分ごとに記載し、「交付金事業に要する経費」、「経費内訳」及び「受益戸数」の欄は、事業主体ごとの「計」の欄に記載すること。
          ただし、同一事業種目内に交付率の異なる工種又は施設区分のある場合は、それぞれ「細計」をとり「経費内訳」を記入することとする。
      ３．「構造規格又は規模の欄」は、機械、建物、育林、作業道及び整地等土地基盤整備について記載すること。また、要領の別表１に定める工種又は施設区分のうち呼称単位が「式」又は「－」で表示されているものについては、それぞれ１件（単品目）ごとの事業量、事業費等内訳を記載した「別紙内訳表」を添付し、「備考」欄にその旨、記載すること。
４．「工期」欄は、工種又は施設区分の呼称単位ごとに記載すること。
      ５．「備考」欄には、県の交付率を記載すること。また、事業主体が「課税業者」であり、消費税仕入控除税額が明らかな場合は、減額する額（消費税額）を記載すること。


３．事業完了予定年月日
　　　年　　月　　日

４．収支予算
　（１）収　　入
	[bookmark: _Hlk227684714]
区      　分

	予算額
	
備 　　考


	
	県交付金
	市町村費
	制度融資
	その他
	計
	

	事
業
費
	メニュー
	        円
	        円
	         円
	         円
	         円
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	附帯事務費
	
	
	
	
	
	

	合    計
	
	
	
	
	
	



（２）支　　出
	
区      　分

	予算額
	
備 　　考


	
	県交付金
	市町村費
	制度融資
	その他
	計
	

	事
業
費
	メニュー
	        円
	        円
	         円
	         円
	         円
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	附帯事務費
	
	
	
	
	
	

	合    計
	
	
	
	
	
	


（注１）「経費算出の基礎」欄には、附帯事務費について旅費、賃金、消耗品費等支出項目別に内訳を記載すること。
（注２）事業を行うにあたって、交付金対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合には、「別紙　書式　甲」を添付すること。









別紙　書式　甲
事業実施主体が交付金事業を行うに当たって自己負担の全部又は一部を国が行っている制度融資から融資を受けるために交付金対象物件を担保に供する場合の内訳書
                                                           
１　交付金名
                                         
２　事業実施主体
                                       
３　担保施設の概要 
（１）名称（施設名）
（２）所在地
（３）構造・規模等
（４）総事業費と負担区分
 
４　借入れの概要 
（１）借入先
（２）制度融資名 
（３）資金区分 
（４）借入額 
（５）償還期間 
（６）債務保証

５　その他参考となる事項   
（１）事業計画書（要領第２の事業計画の担保対象施設）
（２）償還予定表
[bookmark: _Hlk227673321]（３）利用する制度融資のパンフレット　等
